
（単位；円）
区　分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 登記減少額 期末帳簿価額
基本財産 基本財産合計 0 0 0 0

退職給付引当資産 2,000,000 1,000,000 0 3,000,000
特定資産合計 2,000,000 1,000,000 0 3,000,000

（単位；円）

目的仕様 その他
　貸倒引当金 1,100,000 1,040,000 1,100,000 0 1,040,000
　賞与引当金 393,473 404,240 393,473 0 404,240
　退職給付引当金 6,627,534 404,441 0 0 7,031,975

（単位；円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 0 0 0 0
特定資産

2,000,000 1,000,000 0 3,000,000
2,000,000 1,000,000 0 3,000,000

（単位；円）

当期末残高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債からの
充当額

基本財産 0 0 0 0
特定資産

3,000,000 0 0 3,000,000
3,000,000 0 0 3,000,000

科　目

退職給付引当資産
合　　計

特定資産

２．引当金の明細

期首残高 当期増加額 期末残高科　目
当期減少額

退職給付引当資産

科　目

合　　計

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次の通りである。

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次の通りである。

附 属 明 細 書

１．基本財産及び特定資産の明細

　　　　　　③　退職給付引当金は、職員に対する退職金の支給に備えるため、期末退職金要支給額に相当する金額を計上

　　　　　　　　　している。
　（4）　リース取引の処理方法
　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。
　（5）　消費税等の会計処理方法
　　　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によって行っている。

　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）により行っている。

　（2）　固定資産の減価償却方法
　　　　　　附属設備・什器備品は定率法（5年～10年）により行っている。
　（3）　引当金の計上基準
　　　　　　①　貸倒引当金は、会費未収金に対する貸倒に備えるため、回収不能見込み額を計上している。
　　　　　　②　賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため、期末要支給額に相当する金額を計上している。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
　　　当法人は、平成25年度から「公益法人会計基準」（平成20年4月11日、改正平成21年10月16日　内閣府公益認定等

　　　委員会）を採用している。

　（1）　棚卸資産の評価基準及び評価方法


